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（女性の力は我が国最大の潜在力）
我が国では，少子高齢化による人口減少社
会への突入という大きな課題に対応しつつ，
経済を安定的な成長軌道にのせ，国民一人一

人が豊かさを実感できる社会を実現するため
に，経済社会構造の抜本的な変革を進めるこ
とが求められている。
こうした中，平成24年12月に発足した第２

次安倍内閣では，女性の力を「我が国最大の
潜在力」と捉え，その力の発揮を持続的な経
済成長のためにも不可欠なものとして，我が

第１節 すべての女性が輝く社会
づくりに向けた政府の動き

第３節 地域における男女の仕事と暮らし
（就業・労働時間）
⃝女性の有業率は地域差が大きいが，就業意欲は実際の有業率よりも差が少ない。
また，女性の有業率が高い地域では正規雇用も多い傾向。
⃝�東京圏，大阪圏等では，男性の長時間労働者の割合が高く，かつ女性の有業率が低い傾向。
男性の長時間労働者の割合が少ない島根県，秋田県，鳥取県，岩手県，北陸地方，東海地
方等では，女性の有業率が高い。
⃝�性別役割分担意識の強い都道府県で，男性の長時間労働者の割合が高く，かつ女性の有業
率が低くなる傾向。
（子育て・地域活動）
⃝合計特殊出生率は，東京圏，大阪圏等で低い。
⃝�理想の子供数を実現するために必要なこととして，経済的な負担の問題のほか，女性は周
囲からのサポートを男性よりも重視する傾向。
⃝ボランティア活動の行動者数は女性の方が多い。
男性は，長時間労働者の割合が少ない地域でボランティア行動者率が高い傾向。
（人口移動）
⃝�東京圏への転入超過数は，近年，女性が男性を上回る傾向。また，男女とも若年層が中心。
⃝生産年齢人口（15～64歳人口）の女性の就業の場の拡大は，東京圏に集中。
⃝都市部か地方かにかかわらず，地域とのつながりが女性の居住意向に影響している可能性。

第４節 まとめと今後の展望
⃝�政治分野では，地方政治そのものを活性化させていく過程で，女性の立候補者を増やして
いくことが期待される。
⃝�行政・経済分野では，女性の採用・登用等に関する総合的な取組を計画的に進めていくこ
とが重要。
⃝�女性がその希望に応じた就業を実現できるよう，男性の家事や育児への参画意識を高め，
男性の長時間労働の是正を図ることが重要。
⃝�子育てを女性だけの負担にせず，家庭や職場，社会が支えることで，理想の子供数の実現
につなげていくことが重要。
⃝�地域のつながりを生かしつつ，地方で女性の就業の場の拡大が進めば，地方は女性にとっ
てより魅力のある場所になると考えられる。
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国の成長戦略の中核に位置づけた。

（日本再興戦略から新たな成長戦略へ）
「日本再興戦略」（平成25年６月閣議決定）
では，「女性の活躍促進や仕事と子育て等の
両立支援に取り組む企業に対するインセン
ティブの付与等」，「女性のライフステージに
応じた支援」及び「男女が共に仕事と子育て・
生活等を両立できる環境の整備」の３つの柱
により，女性の出産・子育て等による離職の
減少や，指導的地位に占める女性の割合の増
加に向けた施策を盛り込んだ。これに基づき，
待機児童解消のための保育所等の整備や保育
士確保，育児休業給付の拡充等が進められた。
さらに，翌年の「『日本再興戦略』改訂
2014」（平成26年６月閣議決定）では，我が
国最大の潜在力である「女性の力」は，人材
の確保にとどまらず，企業活動，行政，地域
等の現場に多様な価値観や創意工夫をもたら
し，家族や地域の価値を大切にしつつ社会全
体に活力を与えるものと位置づけ，女性の更
なる活躍推進に向けた施策を，「育児・家事
支援環境の拡充」，「企業等における女性の登
用を促進するための環境整備」及び「働き方
に中立的な税・社会保障等への見直し」の大
きく３つの柱で示した。
これに基づき，小学校入学後に女性が仕事
をやめざるを得ない状況となる，いわゆる「小
１の壁」を打破するための「放課後子ども総
合プラン」の策定（平成26年７月）や，「子
育て支援員」の創設（27年４月），女性の活
躍推進の取組を一過性のものに終わらせるこ
となく着実に前進させるための新たな法的枠
組みの検討，働き方に中立的な税制や社会保
障制度等への見直しに向けた検討等が進めら
れた。

（�女性の活躍推進に向けた全国的なムーブメ
ントの創出）
女性が輝く社会の実現に向けた全国的な
ムーブメントを創出するため，平成26年３月

に首相官邸で「輝く女性応援会議」を開催す
るとともに，同年６月に活躍する女性とその
応援者のリレー投稿による「輝く女性応援会
議オフィシャルブログ」を開設，同年７月か
らは全国６か所で地域版「輝く女性応援会議」
を開催した（コラム１参照）。
また，同年９月には，「女性が輝く社会に

向けた国際シンポジウム」（World	Assembly	
for	 Women	 in	 Tokyo，略称：WAW！）が
開催された。世界各国及び日本各地のトップ
リーダーが出席し，日本及び世界における女
性の活躍促進のための取組について議論が行
われ，その成果を国内外に発信した。

（「すべての女性が輝く社会づくり本部」の設置）
平成26年10月，政府は，全閣僚を構成員と

する「すべての女性が輝く社会づくり本部」
を設置した。また，27年春頃までに早急に実
施すべき施策を「すべての女性が輝く政策
パッケージ」（以下「政策パッケージ」という。）
として取りまとめた。
政策パッケージでは，「安心して妊娠・出産・

子育て・介護をしたい」，「職場で活躍したい」，
「地域で活躍したい，起業したい」，「健康で
安定した生活をしたい」，「安全・安心な暮ら
しをしたい」及び「人や情報とつながりたい」
の６つの柱により，女性が家庭・職場・地域
でそれぞれの希望に応じて輝くための施策を
提示し，着実に実施してきている。

（「暮らしの質」向上検討会）
すべての女性が輝くためには，家庭や地域，

職場といったそれぞれの場において，女性の
「暮らしの質」を高めることが不可欠である。
こうした取組の結果，女性だけでなく，男性
を含めた社会全体の「暮らしの質」も高まる
ものと考えられる。
このため，政策パッケージを踏まえ，女性

の「暮らしの質」を高める財・サービスを見
出し，その実現化を進めるための方策の検討
に資するよう，女性活躍担当大臣の下に「暮
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